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㌢）教育長　様

諸手当の届出手続の取扱い等について（通知）

人事異動にともなって、諸手当の支給要件となっている事項に変動が多くなり
ます。つきましては、諸手当の適正な取扱いを図るうえで必要な別紙事項につい

て、学校長をはじめ職員に対してよろしく御指導ください。

また、義務教育諸学校の給料及び諸手当については、義務教育費国庫負担法の

対象となっており、その適切な執行が求められているところですので、下記につ
いて留意してください。

記

1　通勤手当

交通用具（自動車等）を使用する届け出の受理に際しては、市販の地図等に
よる確認、又は、同一所属の他の職員の通勤届と比較する等、適切な方法によ
り、通勤の実情を確認すること。

2　扶養手当

別紙「2　扶養手当」の各項目について、随時その実態を把握すること。

螢且、別居の父母等を秩養親族としている蓼合、所得限度額超過笹よる多摩
の戻入事例が毎年見られるので注意すること。

3　住居手当

支給要件、契約内容等について、随時、事後確静を行うこと。

・貴幸、＿華益井、駐車場代を含んだ金額で申請をしている事例が多＿く見ら担旦
些＿で注意すること。



別紙
1

（1）

（2）

（3）

（4）

通勤手当

交通用具（自動車等）を傾用す＿る場合は、牒坤⊥
について、届け出をさせること。

支給要件を具備する（欠く）に至った場合、運賃等の改定、通勤方法の変
更の場合等は速やかに届出をする必要がある。

特に4月1日付け人事異動に伴って勤務公署が変わった職員についての届
出に注意する。

住居変更で届出の場合、当該職員に住居手当、へき地手当に準ずる手当の
支給があれば併せて届出をする必要がある。

通勤とは、住居と勤務公署との間の往復をいう。したがって、在籍校の異

動の有無にかかわらず、指導主事、研修指導員、補導教員、長期社会体験研
修者、海外日本人学校への派遣者、県内外留学生及び長期研修生等の勤務公
署に変更のある者は届出の対象となる。これらの職へ異動する音叉は、これ
らの職から異動する者の届出には特に注意をする。

（5）4月1日か．．ら．、．・．仁鹿川河甲大橋の通行料金が舞型となる。4月1日以降、
仁淀川河口大橋を利用する者については、次のとおり取り扱う。
ア　平成13年3月の時点で仁淀川河口大橋を通行する経路の認定を受け
ている者で、4月1日付け人事異動をしなかった者

職員からの届出は不要。仁淀川河口大橋に係る額を減額した手当額
を4月分から支給する。

イ　上記ア以外の者

所定の通勤届を提出する必要がある。
［留意点］

・通勤経路を変更する者も通勤届の提出が必要。
・仁淀川河口大橋を通行する経路で届け出したが、認定要件に
該当しないため、仁淀川河口大橋を通行しない経路で認定を
受けている者は、改めて、通勤届の提出が必要であるので、
特に留意すること。届出理由は、田その他（亡馴河口太郎無靴）。

2　扶養手当

（1）次のような場合には、扶養親族届を提出する。

ア　所得、特に恩給や年金による所得の増大により扶養親族としての要件を
欠くに至った場合

イ　扶養手当を支給されている職員が配偶者を有するに至った場合、又は配
偶者を欠くに至った場合

ウ　新たに扶養親族としての要件を具備する（欠く）に至った者がある場合
（2）扶養親族としての所得要件である「年額130万円未満」とは、月あるい

は年等の単位で恒常的に収入のある者についていう。

雇用保険、給料又は家賃等の月単位の収入については、月額108，333円（日
額3，611円）以上の収入が引き続き3ケ月以上見込まれる場合は、扶養親族と
しての要件を欠く場合がある。

なお、年額とは、暦年又は会計年度単位の所得ではなく、それぞれの時点
から将来に向かって1年間の所得をいう。

（3）扶養親族たる子のうち、満22歳に達した日以後の最初の3月31日の経
過により、扶養親族としての要件を欠くに至った場合の届出は不要であるこ
と。



3　住居手当

（1）資格要件を具備する（欠く）に至った場合や、借家契約の変更等の場合に
は、速やかに住居届を提出する必要がある。特に4月1日付け人事異動はこ
のような事例の発生に注意する。なお、職員の持家や借家等に家族は従来ど

おり居住しているが、職員自身は異動等により居住しなくなった場合は支給
要件を欠くこととなる。

（2）給与条例の住居手当の条項にいう世帯主とは、主としてその収入によって
世帯の生計を支えている者をいう。

4　へき地手当に準ずる手当

新たにへき地学校等へ異動した者及びへき地学校等相互間で異動した者で、
この異動に伴い住居を移転した者は、速やかに「へき地等学校及び特地県立
学校等に勤務する職員の住居届」を提出すること。

異動に伴って住居を移転した後、再び住居を移転した場合も届出ること。
なお、手当受給者が引き続き他のへき地学校等に異動となった場合は、職

員の住居の移転の有無に関わらず届出が必要となる。

5　単身赴任手当

公署を異にする異動又は、在勤する公署の移転に伴い、転居し、やむを得
ない事情により同居していた配偶者と別居し、単身で生活することを常況と
し距離制限を満たす職員及び人事委員会規則で定める職員は単身赴任届を提
出する。

また単身赴任手当を受けている職員が、支給要件の変更又は支給要件を欠
くに至った場合も届出る。

なお、満15歳迄の子のみと同居して生活している職員や配偶者がなく満
18歳迄の子と同居している職員は、子が15歳若しくは、18歳に達する
以後の最初の3月31日を迎えた場合には、支給要件を欠くこととなり届出
が必要となる。

6　多学年学級担当手当の月例報告について

平成13年度4月以降分については、「多学年学級担当手当の支給決定通
知」（5月下旬～6月上旬を予定）を受けた後に、月例報告すること。

7　期限付講師の扶養手当及び住居手当の取扱いについて

期限付講師の扶養手当及び住居手当について、前回認定時と届出の内容及
び認定に必要な添付書類の記載事項が同じであるときは、下記のとおり添付
書類を省略できるものとする。

○扶養手当

・扶養親族届

・前回、認定時の扶養親族届認定書の写し

（扶養親族届の余白に、認定時と扶養状況が変更がない旨を記載すること）
○住居手当

・住居届

・前回、認定時の住居届認定書の写し

（住居届の余白に、認定時と居住状況が変わりない旨を記載すること）
・直近の家賃の領収書（借家、借間の場合）

自宅の場合　　　契約書・登記簿（写）・住民票は不要
借家・借間の場合　契約書は不要



※　平成13年4月1日付け人事異動に伴う諸手当の届出のうち、次の手当につ

いては、速やかに事務処理を行う必要がありますので、

に、各市町村（学校組合）教育委員会経由で、教職員課給与班まで提出してく
ださい。

・通勤手当、扶養手当、住居手当及び単身赴任手当については、4部
・へき地勤務手当に準ずる手当については、1部

三革監誓言忘芸芸孟芸孟宗讐競詣芸雲誓妄書芸当量霊宝
ださい。


